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多様性１ サービスの多様性

○医療、介護、保育、教育の周辺に潜在ニーズ
（エネルギー、環境分野でも）。

○公的支援と民間サービスの連携を期待。

○現状は、公的支援が民間事業の拡大を阻害し
ている側面も。

２



多様性２ 人材の多様性

○若者、女性、外国人、高齢者、障害者。

○それぞれの能力を最大限に発揮してもらう。
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Ｍ字カーブ解消による
女性の労働力人口増加の試算

（１）労働力率 （実績）
（２）労働力率 （Ｍ字カーブ解消の場合）
（３）潜在的労働力率
（４）潜在的労働力率（Ｍ字カーブ解消の場合）
（５）労働力率がスウェーデンと同じ場合

３４２万人

（出所）平成２３年版男女共同参画白書

（歳）
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女性を活かすことが
日本経済にプラスになる理由

① これから伸びる産業は、女性に向いている
仕事が多い。

② ダブルインカムが消費を増やす。

③ 女性管理職が多い会社は元気。
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女性の就労による雇用者
報酬総額増加の試算

①３４２万人の女性の潜在労働力の活用

・雇用者報酬総額（約２５０兆円）を女性雇用者賃金総額の
男性雇用者賃金総額に対する比率（約１／３）で案分する
と女性寄与分は約７０兆円。

・女性就業希望者（３４２万人）は女性就業者（２，６４１万人）
の約１割。その全員が就業するとした場合、女性雇用者
報酬総額（約７０兆円）も１割増加すると仮定すると、雇用
者報酬総額が７兆円程度増加。

（出所）男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会「女性の活躍による経済社会の活性
化（中間報告）」（平成２３年７月）

②７兆円程度（ＧＤＰの約１．５％）の雇用者報酬総額の創出
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企業の業績と女性役員の比率

７

（注）ＲＯＥ、ＲＯＳ、ＲＯＩＣデータは、２００１～２００４年の平均値。役員数は２００１年及び２００３年。「フォーチュン５００」企業（５２０社）を掲載

（出所）Catalyst 「The Bottom Line : Corporate Performance and Women’s Representation on Boards」(2007)
※Catalystは、女性と企業分野における米国を拠点とした代表的なNPO。
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第４四分位企業グループ：女性役員比率の低い、下位１／４企業グループ（１２９社）

第１四分位企業グループ：女性役員比率の低い、下位１／４企業グループ（１３２社）第1四分位企業グループ：女性役員比率の高い、上位１／４企業グループ（１３２社）

第４四分位企業グループ：女性役員比率の低い、下位１／４企業グループ（１２９社）



均等推進企業表彰銘柄の
対ＴＯＰＩＸ超過累計リターン（平均値）

（出所）大和證券キャピタル・マーケッツ（株）金融証券研究所「クオンツ情報」２０１１年６月１４日
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多様性３ 多様性を育てる教育を

○ 数が少ない次世代を、有能な人材に。

○ 産学連携で、高等教育改革。

→イノベーション・グローバル人材を。

○ 初等教育に、多様な関与。

→多様性を育てる。
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企業による人材の評価
（１０年前との比較）
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（出所）文部科学省「専門学校教育の評価に関する現状調査」（平成２０年３月）


